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グローバルマーケティング組織改革
新 興 国 ニ ー ズ を 捉 え グ ロ ー バ ル 成 長 シ ナ リ オ 実 現 を 支 え る 仕 組 み

C O N T E N T S
Ⅰ　日系製造業が抱えている課題
Ⅱ　マーケティング組織改革の先進事例
Ⅲ　グローバルマーケティング機能に求められること
Ⅳ　グローバルマーケティング機能を確立するための各組織の役割
Ⅴ　グローバルマーケティング機能の強化に向けて

要約

NAVIGATION & SOLUTION

1	 世界経済の重心が新興国にシフトしている市場環境の変化を受け、日系製造業
は、商品企画・開発機能の現地化や、製品事業軸経営と地域軸経営のバランス
化、現地でのサービス展開に伴うマーケティング機能の強化など、グローバル
マーケティング機能の再設計の必要に迫られている。

2	 そのなかで、新興国事業で高い成長を実現しているシーメンス、ソフトウェア
統合のノウハウを全世界で標準化することでソリューション事業の横展開を進
めるIBM、顧客層軸でグローバルに市場展開する米国情報機器会社Ａ社の事例
は示唆に富む。

3	 マーケティング組織のグローバル化への改革の方向性には、①複数の事業部門
を横断する事業開発機能、②地域に軸を置いたマーケティング機能、③地域で
の成功事例を他地域に横展開するためのプラットフォーム機能──がある。

4	 グローバルマーケティング機能を確立していくためには、①本社のグローバル
マーケティング機能、②地域統括会社、③事業部門──の３つの役割を明確に
設計しなければならない。

5	 グローバルマーケティング機能強化のためには、①グローバル人財ローテーシ
ョンによる人財育成、②本社グローバルマーケティング組織、地域統括会社、
事業部門が参画するグローバルマーケティング会議の開催、③地域統括会社長
の権限強化と責任・権限の明確化の仕組み──が必要となる。

久保田洋介青嶋  稔
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Ⅰ 日系製造業が抱えている課題

世界経済の重心は、中国やインドを中心と
した新興国に移っている。また、日系企業の
グローバル化の発展段階も、世界戦略商品の
グローバル展開という従来のステージから、
対象とする地域や価格帯の拡がりによる市場
拡大に伴う、より細分化された仕様の商品に
よるグローバル展開のステージへとシフトし
ている。

こうした市場環境の変化を受け、日系製造
業は、商品企画・開発機能の現地化や、製品
事業軸経営と地域軸経営のバランス化、現地
でのサービス展開に伴うマーケティング機能
の強化など、グローバルマーケティング機能
の強化と再設計の必要に迫られている。

1	 商品企画・開発機能の現地化
新興国の勃興により企業の地域別売上高構

成は大きく変化しており、今後もその傾向が
続くことになろう。販売というバリューチェ
ーン（価値連鎖）の川下の比率が変化するこ
とに伴い、マーケティングや商品企画、開
発、調達、生産、物流という川上の各バリュ
ーチェーンの見直しが必要となっている。

果たして商品企画・開発拠点は、日本を中
心とした先進国立地でよいのだろうか。自動
車や家電業界では、中国やインドなど主要新
興国市場でのマーケティング、商品企画・開
発拠点の設立がすでに進んでいる。他の業界
の企業にしても、両業界がユーザーの地域性
嗜好が高い特殊な事業だから新興国市場での
現地化を進めざるをえないのだ──と、他人
事として見ていてはならないと思われる。

多くの企業に共通するグローバル化の悩み

は、新興国での事業拡大に際して、ローコス
トのものづくりと品質のバランスをどのよう
に実現するかである。従来、日系企業は商品
品質の高さを強みとしてきたが、現在は、ロ
ーコスト化のために品質という聖域にどの程
度メスを入れるべきなのかという、高度な問
題意識が求められているのである。

その問題解決には、新興国で成功している
欧米や韓国企業を中心とする競合他社がどの
程度の品質で市場シェアを獲得しているのか
を調査し、新興国のユーザーが許容する品質
はどのレベルなのかというマーケットイン

（ニーズのくみ取り）での品質基準が構築で
きる体制が求められる。

2	 製品事業軸経営と地域軸経営の
	 バランス化

個別の製品事業部の壁を取り払い、複数の
事業を横断して市場開拓を強化していくこと
の必要に迫られている企業は多い。

たとえば、インフラ系製造業では、現地の
中央政府や地方政府との関係構築や働きかけ
が重要となるが、そうした機能は、個別事業
単位ではなく、地域という軸で事業横断的に
進めるのが有効であるケースが多い。

海外展開の進捗が事業部ごとに異なる企業
では、海外展開で先行する事業部の人脈やノ
ウハウを地域軸という斬り口で水平展開して
いく必要もあろう。新興国を中心に市場が存
在していることがわかっていても、事業部単
独の海外展開であったことからなかなか成果
が上げられず、欧米韓などの海外勢に市場シ
ェアを奪われている企業も多い。

特に新興国での事業はリスクも大きいた
め、事業部任せとせず、全社単位あるいは地
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域軸でリスクテイクしていく体制を構築しな
ければならない。

3	 製品輸出から現地サービス展開に
	 伴うマーケティング機能の最適化

日系企業ではこれまで、欧米を中心に、自
社の主要市場を見てから製品開発をし輸出す
るという日本発のグローバル化が中心であっ
た。しかし前述の新興国市場の拡大ととも
に、さまざまな業界で現地でのサービス化が
進んでいる。

たとえば事務機業界では、複写機やプリン
ターの製品輸出というビジネスモデルから、
各国に応じた機器の最適配置やIT（情報技
術）サービス化に変わってきている。それに
伴い、日本本社がグローバル全体を一極的に
所掌するマーケティング機能には無理が生じ
始めている。それに対応するには、現地統括
会社のマーケティング機能を強化してサービ
ス化を推進すると同時に、日本本社のグロー
バルマーケティング組織は、サービス化に成
功している地域のノウハウをグローバル規模
で共有化し、それを他地域に横展開するとい
う機能を強化しなくてはならない。

製品の販売であればその輸出入はわかりや
すいが、形のないサービスの他地域への横展
開となると一筋縄にはいかず、高度なマーケ
ティング機能が求められる。

また、重電などの業界でも機器の輸出にと
どまらず、EPC（Engineering、Procurement、
Construction）と呼ばれる現地での設計、調
達、建設といった付帯ソリューション（課題
解決）提供の要求が高まっている。EPCには
高度なプロジェクトマネジメントが欠かせ
ず、そのノウハウは、単独の事業部や地域に

閉じることなく全社で共有化されるべきで、
それには本社グローバルマーケティング組織
が中心となってノウハウの水平展開を推し進
めていく。

一方、調達の領域では、現地サプライヤー
（供給者）のネットワーク開拓なども事業部
と連携する形で本社グローバルマーケティン
グ組織が推進し、奏功している企業もある。
製品輸出だけでなくサービスの現地展開に伴
い、日系製造業にはマーケティング機能の見
直しと強化が求められている。

Ⅱ マーケティング組織改革の
 先進事例

1	 新興国ニーズに徹底的に密着し、
	 商品企画・開発と密なる連携を
	 するシーメンス

ドイツのシーメンスは市場密着型のマーケ
ティングを展開している。同社の本社は現地
に根を張った各地域統括会社を通してマーケ
ティングを展開している。地域統括会社が地
域密着型のマーケティングを展開して顧客ニ
ーズ・現地ニーズを徹底的に探索・分析し、
現地発の商品企画と開発を行っているのであ
る。

日系企業の場合、通常は高い製品仕様を前
提に開発するが、シーメンスは製品仕様を、

● M1：超ハイエンド製品仕様・プロジェ
　　 クト

● M2：先進国向け仕様
● M3：BRICs（ブラジル、ロシア、イン

ド、中国）など新興国向け仕様
● M4：低所得層であるBOP注1向け仕様
──の４段階に分けている（表１）。つま
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り、同社は現地に根差したマーケティングを
展開することで、現地ニーズを見極め、それ
により展開する製品仕様を決定しているので
ある。

また、シーメンスは「シーメンスワン」と
いう大型の横断型事業により、各地域におい
ても事業横断的なマーケティングを展開して
いる。これは、ドイツ本社が重点地域をグロ
ーバルに決定し、たとえば中国の上海などの
重点地域に対して、事業部門単独では展開で
きない事業横断的な大型案件を、全社プロジ
ェクトとして展開していくものである。

同社は中長期戦略策定プロセスとして「メ
ガトレンド」を策定し、世界で起きる変化の
潮流を、

①都市化
②高齢化などの人口動態
③地球温暖化に代表される気候変動
④世界貿易額増加とグローバル企業の増大

などのグローバル化
──の４つの視点で15年程度先まで捉えて

いる。そのうえで、自社の市場はどこにある
のか、市場機会はどこにあるのかを捉えてい
る。

メガトレンドのなかでシーメンスが着目し
ているのは、都市化と人口動態、グローバル
化の動きである。人類の平均寿命は46.4歳 

（1950年）から72歳（2025年予測）と高齢化
し、それに伴い世界の医療需要は増加すると
見ている。また、2010年に69億人だった人口
は、2025年には80億人に増加し、その95%が
途上国の増加で、30年には60%の人が都市部
で生活すると予測している。

こうした予測に基づき同社が力を入れてい
るのが、BRICsを中心とする新興国向けの医

療機器事業「スマート（SMART）」である。
ス マ ー ト と は、Simple、Maintenance 
Friendly、Affordable、Reliable、Time to 
Market（簡単、メンテナンスがしやすい、
安価、高い信頼性、需要にタイムリーに対応
し供給）の略である。

前述のように、シーメンスは製品の仕様基
準をM1からM4までに分け、M3を新興国向
け製品仕様と定めている。特に医療機器は、
上述のように高齢化と都市化のトレンドを受
け、新興国での戦略事業となっており、中
国、インドを中心にスマート戦略を展開して
いる。

同社のグローバルマーケティング上、重要
な役割を果たしているのがコーポレートテク
ノロジー（研究開発部門）である。コーポレ
ートテクノロジーは中国やインドなどに開発
拠点を持ち、中国であれば農村部の診療所の
ニーズを徹底的に調査し、現地ニーズに対応

表1　シーメンス製品仕様セグメント

M1 ● 先進国向け、または高品質を要求し、かつ支払い能力のある企業向
けに、最高品質の製品とソリューション（課題解決）を開発、製造、
販売する。対象市場は先進国および高度なプロジェク卜

M2 ● M1と同じくハイエンド製品を開発、製造販売する。対象市場は先進
国であるが、その他の国の場合では、高仕様を要求する階層や政府
系プロジェク卜が対象

M3 ● SMARTの主要対象市場。 国別では新興国、特にBRICsに重点を置く。
シーメンスが新興市場として認識する国・地域は、中国、中央アジ
ア、インド、ロシア、ブラジル、その他の中南米諸国、東欧、中東、
アフリカ

● SMART向け製品として予算が制約される顧客である場合は「M3」
に該当

● しかし、先進国向けにもSMART仕様の製品を販売し、オプション
を追加してグレードアップできる拡張性を備えている

Ｍ4 ● 新興国にもBOPに該当する農村や地域が多数ある。今後は所得増
加と都市化、生活水準の発展を期待できる中国、インド国内など
BRICsや低所得国の農村部に比重を置く

注）BOP：ボトム・オブ・ピラミッド（稿末注1参照）、BRICs（ブラジル、ロシア、
インド、中国）、スマート（SMART）：Simple、Maintenance Friendly、Affordable、
Reliable、Time to Market（簡単、メンテナンスがしやすい、安価、高い信頼性、
需要にタイムリーに対応し供給）
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してCT（コンピュータ断層撮影）スキャナ
ーの単価を低減するなどし、中国における医
療機器事業でスマートを中心に高い成長を遂
げている。

こうしたマーケティング活動が示唆するの
は、ドイツ本国から地域のニーズを手探りで
調査し、それを基に本社が商品を企画・製造
して輸出、現地は販売とマーケティング活動
に専念するということをしていたのでは、急
変する新興国で市場シェアが取れないという
ことである。

需要の中心が先進国から新興国に移ってい
る現在にあっては、グローバルマーケティン
グ活動は、商品企画・設計開発と密に連携す
る必要がある。つまりシーメンスの事例は、
マーケティングと商品企画が共に現地に密着
した形で地域ニーズを把握し、それを迅速に
製品仕様に落とし込んで設計し、短期間のう
ちに量産するといった体制でないと、グロー
バルマーケティング展開はできないというこ
とを示している。

また、同社は、前述のようにシーメンスワ
ンという大型事業においては、事業部門横断
的なテーマ開発を地域軸主導で行っている。
今後大きく成長が見込まれる新興国の都市開
発などの重点戦略を本社のコーポレートテク
ノロジーが策定し、コーポレートテクノロジ
ーの出先である地域統括会社にシーメンスワ
ンの地域実行チームを組成する。

こうした事業では現地政府の有力人財との
人脈形成など、個別の事業に閉じずに事業横
断的な取り組みがなされ、それにより、シー
メンスが持つエネルギー、インダストリー

（FA〈ファクトリーオートメーション〉、交
通システム、照明事業）、ヘルスケア（医

療）といった分野横断的な事業開発が実現し
ている。

2	 ソリューション資産を全世界で
	 標準化する仕組みを構築したIBM

グローバルマーケティング機能を展開する
うえで多くの企業の課題となっているのが、
先進国を中心に比率が高まっているサービス
やインテグレーションの成功事例を、地域の
横展開にいかにつなげていくかである。

製品を販売するだけではなく、サービスの
比率を上げていくことは、多くの製造業でも
戦略目標となっている。つまり、モノだけを
売るのではなくサービスも含めて販売すると
いう戦略である。

IBMはグローバルで転用できるソリューシ
ョン資産について、その開発コストを米国本
社が一部負担するのと引き換えに、各地域会
社は開発投資効率を上げるために、本社にソ
リューションアイデアを積極的に開示する仕
組みを持っている。これは「グローバル標準
資産認定」と呼ばれる制度で、地域会社はそ
の地域の顧客ニーズを捉えつつ、そのソリュ
ーションを他地域に横展開できる可能性があ
れば、本社に対してソリューション開発申請
をする。本社は、グローバルで転用が可能な
ソリューションであれば、その申請をグロー
バル標準資産として認定し、開発コストを一
部負担し、グローバルで見たときの開発効率
を高めている。具体的事例に、日本IBMが開
発した「zCT」（システム変更負荷軽減サー
ビス）がある。

2008年10月、日本IBMは、メインフレーム
OS（基本ソフト）のバージョンアップ支援
サービスとして、ミドルウェア更新・アプリ
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ケーションソフト影響調査・移行テストなど
をパッケージ化したzCTを発表した。

本社に対して日本IBM側は、このzCTは
「バージョンアップが遅れているアジア諸国
の顧客に横展開できること」をアピールし、
本社からグローバル標準資産に認定されて開
発費用の一部が負担されたことで開発は６カ
月で完了し、コスト・時間ともに効率化・削
減が実現した。

多くの製造業は、グローバルでのサービス
の売り上げ比率を高めることを検討してい
る。これは、本社事業部門単体の売り上げに
は入らない現地での売り上げ比率が高まるこ
とを意味する。グローバルマーケティング機
能を高めるには、こうした現地サービスのカ
スタマイズ要望を集約する機能が必要になる
が、かといって要望にすべて本社で対応して
いたのでは、顧客ニーズへの迅速かつ低コス
トでの対応は難しい。

共通のプラットフォームは本社事業部門が
提供し、それを利用した地域向けカスタマイ
ズで他地域への横展開の可能性があるソリュ
ーションは本社が買い取り、それを他地域へ
も展開しているIBMの事例は示唆に富む。

3	 顧客層軸を徹底的に強化し、
	 グローバルに地域横展開を
	 進める米国情報機器会社Ａ社

Ａ社は情報機器事業を展開する米国系のグ
ローバル企業である。そのユニークなビジネ
スモデルにより、短期間で高いグローバルシ
ェアを獲得した。

同社の特徴は、顧客層軸でのソリューショ
ンを徹底したことにある。具体的には、米
州、 日 本 を 含 む ア ジ ア パ シ フ ィ ッ ク、

EMEA（Europe, the Middle East and 
Africa：欧州、中東・アフリカ）の地域統括
会社内において、個別地域軸の統制は最小限
とし、顧客層軸での地域横断的な展開を徹底
している。

同社の製品はほぼ単一であることから、ソ
リューション顧客層は対象者の規模による区
分となる。具体的には大企業（さらに業種
別）、公共機関、中堅企業、一般消費者の４
つの顧客層に分類される。

単一製品ということもあり、同社が得意と
する中堅企業顧客層のソリューションには地
域性がほとんどなく、インターネットと電
話、訪問販売のクロスセルのビジネスモデル
を横展開することが可能である。

中堅企業向けビジネスユニットの本部はシ
ンガポールにある。アジアパシフィックに所
属する日本法人のマーケティング人財は、日
本法人社長へのレポートラインはほとんど持
たず、シンガポールの中堅企業向けビジネス
ユニット長にレポートしており、グローバル
に散在する中堅企業向けマーケティング人財
の評価と人事権もシンガポール本部が握って
いる。

このようにＡ社が顧客層軸に重点を置くの
は、企業規模別ソリューションが他地域に横
展開しやすいということがある。単一製品の
ため同社に地域性の差異が少ないことは前述
のとおりで、そのことから、地域ごとの特殊
性を配慮して地域軸を強めるより、顧客層軸
による他地域への横展開を重視するほうがよ
りメリットが大きいのである。

そのため、同社は地域横断のノウハウ共有
を目的に、営業やマーケティングなど機能別
の各責任者を集めてグローバル会議を開催し
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ている。これは単に成功事例を共有するにと
どまらず、営業、マーケティングともに成績
が良い地域がグローバル会議のホスト役とな
り、成績が悪い地域に対してノウハウを伝授
しながら、成績が上がらない地域の底上げも
図っている（図１）。

Ⅲ グローバルマーケティング機能
 に求められること

グローバルマーケティング機能を確立する
には、

①製品単品販売ではなく、サービスや他の
商材と組み合わせてソリューションを展
開する事業部門横断の大型事業開発機能

②地域に軸足を置いたマーケティング機能
③地域での成功事例を他地域に横展開する

プラットフォーム機能
──を構築する。

1	 事業部門を横断する
	 大型事業開発機能

先進国においては、製品単品販売から脱却
し、サービスやインテグレーションを組み合
わせた形で提供していかなければ、もはや競
合他社と差別化するのは難しい。一方、新興
国でも、製品単体のマーケティングでは顧客
ニーズに十分な訴求はできない。

たとえば、新興国の病院建設需要は旺盛で
あるが、医療機器販売といっても、新規病院
にどのような機器を設備していくべきかとい
った設備配置のコンサルティングから、病院
全体のコンサルティングまで含めたニーズが
強い。同じようにFAのニーズも、最終目的
は生産ノウハウやライン設計にあり、FA機
器を単体で導入するのではなく、どのような
ライン設計にすれば生産性が高まるかといっ
たコンサルティングも含めた機器販売に対す
るニーズが高い。

先進国であれば、設備投資に対するこうし
たノウハウはある程度顧客側にあるため、顧
客が仕様を決めることができるが、新興国の
場合それは難しい。

グローバルマーケティング機能に求められ
ることとして、単に製品単品を販売するだけ
ではなく、顧客ニーズを理解し、顧客に対し
て設備投資の考え方や生産性を高めるための
設備全体の設計機能まで提供する必要があ
る。

製品事業部門単独で海外展開すると、製品
単品単位の事業展開にしかならない。しかし
ながら、複数製品でグローバル化をする場合

図1　米国情報機器会社A社における顧客層別マーケティング組織

注）APJ：Asia pacific & Japanの略（アジアパシフィックおよび日本）EMEA：Europe,
the Middle East and Africaの略（欧州、中東・アフリカ）、SMB：Small and Medium
Business（小・中規模ビジネス）
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は、製品同士を連携させることでソリューシ
ョン力が強化されたり、各製品事業部門の販
売やサービスを共有化することによって事業
基盤が強化されたりと、製品単品で海外展開
するよりも多くの売り上げを期待できるケー
スも多い。

複写機メーカーの製品である複写機、プリ
ンター、ソフトウェア、大型のプロダクショ
ンプリンターなどは、ばらばらにマーケティ
ングをしていたのでは営業効率が悪い。ま
た、これらの機器は製品単品購入されるので
はなくMPS（マネージド・プリント・サー
ビス）と呼ばれる被写機のシステム運用まで
含めて購入したいという顧客ニーズが強い。
このような場合、製品事業部門別にグローバ
ルマーケティング戦略を立案することはあま
りにも効率が悪い。グローバルマーケティン
グ機能のなかで、製品横断的なメニューの開
発や大口顧客への提案促進など、新たな事業
開発を行う機能が必要となるのである。

2	 地域に軸を置いた
	 マーケティング機能

グローバルマーケティング機能を構築して
いくには、製品、地域、顧客層といった３つ
の軸を置いて、そのなかでも地域軸を重点に
する。特に成長著しい新興国は地域性が強
く、その地域ニーズをいかに現地で理解し、
それを商品企画と開発にフィードバックさ
せ、現地仕様の商品を迅速に提供できるかが
非常に重要になる。

シーメンスのスマート事業やシーメンスワ
ン事業は、地域に軸足を置いた活動である。
またサムスン電子、LG電子の新興国での事
業も、地域に軸足を強めに置いた展開が成功

の秘訣となっている。
また、新興国でのブランドの浸透は、商品

ブランドではなく企業ブランドの浸透であ
り、それは同地域で事業展開していくための
事業基盤である。たとえば、大手家電メーカ
ーが商品別にチャネル開発をしていたのでは
効率が悪い。ブランド投資・チャネル開発な
どは商品軸ではなく、地域軸を強く持つこと
による横断的な事業でなければならない。

日系企業は技術面でのイノベーション（革

図2　地域軸マーケティングと現地企画による現地ニーズ基点での商品
　　 開発
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図3　現地ニーズの発掘と商品開発サイクル
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新）による差別化で市場を創造してきたが、
今後は地域に軸足を置いた顧客ニーズ訴求、
および顧客価値でのイノベーションで市場を
創造し、差別化していく（前ページの図２）。
現地でマーケティングと商品企画とが一体と
なって活動することによって、現地ニーズに
基づいた商品企画と開発やチャネル教育、サ
ービスのサイクルを回していく（前ページの
図３）。

3	 地域での成功事例を他地域に
	 横展開するプラットフォーム
	 機能

ある地域での成功事例がその地域だけにと
どまることで、他地域への展開が実現せず機
会損失が起こるケースは多い。

GE（ゼネラル・エレクトリック）が開発
した新興国向けの小型超音波診断装置は、先
進国でも販売したことで、新たな需要を生み
出した。これにはローカル・グロース・チー
ムと呼ばれる組織が新興国ニーズを深耕して
製品を開発し、新興国で成功した製品を先進
国の救急、災害現場、往診、僻地医療などに
も展開、その後、先進国市場でのその実績を
新興国市場にあらためてPRし、さらなる拡
販に成功している。

地域の成功事例をその地域にとどまらせず
他地域に横展開するには、そうできるよう、
カスタマイズの余地を残して製品を設計する
ことと同時に、地域での成功事例を他地域に
横展開させるための機能が必要である。

IBMのように他の地域で横展開の可能性が
あるカスタマイズ製品を本社が買い取り、標
準資産として他地域への横展開を促進するこ
とも有効な仕組みである。

複写機メーカーは一般に、カスタマイズ可
能なソフトウェアプラットフォームを機器上
に載せている。カスタマイズを実施するのは
現地であり、日本本社は現地でカスタマイズ
することが可能なソフトウェアプラットフォ
ームを提供しているだけである。

また、各地域の成功事例を本社が収集し、
他地域に展開できる場合は、本社が他地域へ
の横展開の旗振りをしている。

すなわち成功事例の横展開をするには、そ
のための機能、および現地ニーズに合わせて
ある程度カスタマイズできるプラットフォー
ムの両方がなければならないのである。

Ⅳ グローバルマーケティング機能
 を確立するための各組織の役割

グローバルマーケティング機能を確立する
ためには、

①本社のグローバルマーケティング組織
②地域統括会社
③事業部門
──の３つの組織の役割を明確に設計しな

ければならない（表２）。

1	 本社グローバルマーケティング
	 組織の役割

複数製品の事業を有する企業の場合、製品
単独でのグローバル化では顧客起点でのマー
ケティングの実現は難しくなっている。グロ
ーバル展開を実現するには、事業部門横断的
な事業開発、成功事例を地域横断的に展開す
る地域横展開機能、事業部門に対する支援機
能としての本社グローバルマーケティング組
織──が必要となる。
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ケティング会議を開催し、地域統括会社長や
事業部門責任者を一堂に集めて、地域軸での
議論を行っている。

ここでは地域統括会社長が地域の市場動向
および事業機会をプレゼンテーションし、そ
の情報に基づいて、各事業部門が地域でどの
ように事業展開するのか、地域の個別大口顧
客に対して事業部門が連携して展開できるソ
リューションは何かについて議論している。
このグローバルマーケティング会議を通じ
て、事業部門最適の議論から地域での最適
化、および地域内部でのリソース（経営資
源）の共通基盤化を促進している。

一方、新興国での事業拡大は、グローバル
でのカントリーリスクの管理レベルの向上を
伴う。本社グローバルマーケティング組織
は、世界各国・地域という観点から、自社の
事業ポートフォリオ（配分）が適正なバラン
スになっているかに目配りする必要がある。
特に鉄道や電力などのインフラ系やその他の
受注型事業の製造業は、カントリーリスクと
事業規模を管理する必要性が高まっている。
そうした企業では、外部機関によるカントリ

本社グローバルマーケティング組織が担う
べき機能は、

● 事業部門単独では難しい地域マーケティ
ングに基づく事業横断的な事業開発の促
進

● 各地域での成功事例の横展開促進
● 現地ニーズに対応したカスタマイズが展

開しやすい、商品開発部門と連携したプ
ラットフォームの構築

──などである。
地域軸での地域戦略も、地域統括会社の機

能が立ち上がれば現地主導による展開も十分
に可能であるが、グローバル化初期の段階で
は、本社グローバルマーケティング組織が策
定支援をしなければいけない。つまり、グロ
ーバル化初期の段階では本社主導の展開とな
り、本社グローバルマーケティング組織は事
業部門の背中を押しながら地域での事業展開
を促進するとともに、地域統括会社が現地視
点で地域戦略を策定することを支援しなけれ
ばならない。

日本の家電メーカーＢ社は、本社グローバ
ルマーケティング組織主催でグローバルマー

表2　各組織と機能の関連

部門と機能 事業横断的事業開発機能 地域軸マーケティング機能 プラットフォーム機能

本社グローバルマーケ
ティング組織

● 事業部門単独ではできない事業
横断的事業開発テーマ決定と推
進

● グローバルからの各地域起点での
顧客ニーズ変化の分析と重点地域
の決定およびリソース割り当て

● 事業部門、地域統括会社との連
携による、地域ニーズに対応で
きるカスタマイズ可能なプラッ
トフォーム機能の構築

● 成功事例の横展開

地域統括会社 ● 地域における事業横断的事業開
発テーマの推進

● 地域での市場機会探索とマーケティ
ングインテリジェンス機能注

● グローバルマーケティング会議に
おける地域市場機会の提案

● 地域におけるマーケティング調
査などマーケティングインテリ
ジェンス機能の共通事業基盤化

事業部門 ● 事業横断的事業開発テーマに対
するリソース（経営資源）提供

● 把握できた顧客ニーズからの製
品開発へのフィードバックと現
地対応製品の企画

● 重点地域に対する現地へのリソー
ス投下と地域統括会社と連携した
現地ニーズの収集

● 事業別の現地でのマーケティング
機能の展開

● 各事業部門商品へのプラット
フォーム開発と搭載

注）マーケティングインテリジェンス機能（顧客および見込み客）を理解するための情報の収集と分析を行う機能
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ーリスクのスコアリングに加え、重点国につ
いては現地政府や金融機関へのヒアリングを
通して各国のリスクを評価し、リスクが高い
国に対しては目標利益率を高く設定したり、
事業投資のシーリング（限度）枠を設定した
りして、リスクとリターンのバランスを全社
的に図る。

2	 地域統括会社の役割
地域統括会社は地域マーケティングを展開

する主たる組織である。地域統括会社は、本
社グローバルマーケティング組織のまさしく
現地の出先として機能し、本社として、事業
に横串を通す共通基盤となる必要がある。

ブランド構築、地域でのマーケティング調
査、チャネル開発のための調査とチャネル開
拓機能などは、地域のシェアードサービス

（間接業務の集約化）として展開しなければ
ならない。

P&G（プロクター・アンド・ギャンブル）
が展開するGBS（グローバル・ビジネス・サ
ービス）部門は、シェアードサービスだけで
はなく、マーケティング調査機能も提供して
いる。GEのグループ企業である経営コンサ
ルティング会社ジェンパクトも同様である。
新興国を含め多くの国で事業展開をしていく
ためのグローバルマーケティング機能におい
ては、マーケティング調査などを製品事業横
断で行い、共通基盤化することが必要とな
る。また、地域の有力顧客との関係づくり、
政府との人脈づくりなども共通基盤として地
域統括会社が提供することが求められる。

こうした役割を、多くの日系企業では事業
部門がばらばらに行っている。たとえばある
事業部門が持つ政府との有力な人脈、共通化

できるチャネルとの関係性、環境規制等への
対応などが事業部門に閉じた経験となってし
まい、他事業部門に活かされないという不効
率が生じている。このような経験知は、事業
部門に閉じることなく、地域で事業展開する
うえでの共通基盤としなければならない。

コングロマリット企業のように複数事業を
有する場合、新興国への展開が早い事業と遅
い事業のパターンがある。あるコングロマリ
ット企業では建設関係が最も早く、インフラ
と家電がそれに続き、情報システムは最後で
あることが多いという。こうしたケースで
は、グローバル化および市場開発で先行する
事業部門のノウハウや人脈をいかに次に続く
事業に活かすかも重要となる。

3	 事業部門の役割
事業部門は事業戦略を策定し、グローバル

化を事業視点で進めることが役割で、事業軸
での売り上げと利益の最大化をねらう。

事業と地域の採算責任は事業側のほうが強
めのケースが多い。ただし、マーケティング
においては地域軸を強めに持たせる議論と組
織論とは一致しない。つまり地域に軸足を強
めに置き、地域統括会社が予算を持って展開
するとしても、最終的な事業責任は事業部門
側が強いのである。後は予算作成とマーケテ
ィング計画作成プロセスのなかで組織間で協
議をしながら、地域での目標設定をしていく
ことになる。

予算は各事業部門単位で策定されながら
も、全社としてのこうした大型テーマを地域
に落とし込むプロセスのなかで、地域での事
業別予算とテーマに割り振ることが大切であ
る。



57グローバルマーケティング組織改革

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2011 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

この段階でのコンフリクト（利害衝突）
が、マーケティング上でも目標設定のコンフ
リクトとなる。

事業と地域のマトリックス注2のなかでグ
ローバルな事業機会をいかに最大化するか
が、グローバルマーケティング機能を設計す
るうえで最も重要な視点である。これまでの
事業部門単独でのグローバル展開では勝ち残
るのが厳しくなった今、グローバルマーケテ
ィング機能で求められているのは、地域での
事業横断型、すなわち地域における軸足を強
めることである。

こうしたなかで、事業部門は単独事業での
採算責任を持ちつつも、地域における事業横
断テーマや事業横断的な事業開発にリソース
を振り分け、事業部門単独ではできないスト
レッチング（柔軟）な成長領域をつくり出さ
なければならない。

つまり、マーケティングを自部門の商品視
点から、グローバルな大口顧客や地域という
顧客視点に置き換えて、地域別にカスタマイ
ズが可能なソリューションプラットフォーム
の開発を行い、地域での事業横断的事業開発
テーマに対してエース人財を派遣しながら地
域ニーズを吸い上げ、新しい製品開発へと活
かす機能を持つのである。

Ⅴ グローバルマーケティング機能
 の強化に向けて

事業と地域のバランスを図りながらグロー
バルマーケティング機能を強化するには、

①グローバル人財ローテーションによる人
財育成

②本社グローバルマーケティング組織、地

域統括会社、事業部門が参画するグロー
バルマーケティング会議

③地域統括会社長の権限強化と責任・権限
の明確化

──の仕組みが必要となる。

1	 グローバル人財ローテーション
	 による人財育成

前述した事業と地域間での目標設定にはコ
ンフリクトが生じるが、こうしたなか、地域
と事業のバランスを図りながら事業全体の達
成目標数字を地域別目標値と地域別重点事業
開発テーマに落とし込むには、同一人財にそ
れぞれの機能を経験させることが有効な手段
となる。つまり本社グローバルマーケティン
グ組織、地域統括会社、事業部門間にグロー
バル人財ローテーションの仕組みを構築し、
事業のプロ、地域のプロ、マーケティング戦
略策定のプロを計画的に育成するのである。
それぞれの立場が理解でき、地域や事業の個
別最適ではなく、全体最適で戦略を立案でき
る人財を育成するには、こうしたローテーシ
ョンの仕組みは欠かせない。

また、このようなローテーションをキャリ
アパスとして明確に定義し、優秀な人財に対
してはグローバルローテーションによるキャ
リアパスを与えていく。

前述のように、シーメンスはシーメンスワ
ンなどの事業横断的な大型の事業開発を地域
で展開している。本社でのグローバル戦略に
地域のこうした大型事業開発テーマが組み込
まれ、それが地域統括会社の地域戦略に浸透
し、地域拠点にリソースが優先的に配分され
ているのは、優秀な人財を本社グローバルマ
ーケティング組織、地域統括会社、事業部門
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の間に意識的にローテーションさせ、キャリ
ア形成させていることが基盤となっている。

こうしたローテーション制度を幹部候補の
キャリア形成にからめ、全社最適な戦略構築
ができるグローバル人財を育成していくこと
が必要となる。

2	 本社グローバルマーケティング
	 組織、地域統括会社、事業部門が
	 参画するグローバルマーケティ
	 ング会議

本社グローバルマーケティング組織が主導
するグローバルマーケティング会議も有効な
仕組みである。本社グローバルマーケティン
グ組織、地域統括会社長、事業部門責任者が
一堂に会し、グローバルでの市場機会、顧客
の変化、ソリューションの組み立てを議論す
る場である。

ただし、こうした会議にありがちなのは、
事業と地域の単なる情報交換に終わってしま
うことである。何も決まらなければ会議とし
ての有効性に乏しい。

議論を有効なものにするには、地域軸での
市場情報収集と分析力が欠かせない。地域で
競合他社がどう動いているのか、顧客はどう
変化しているのか、法律や規制がどのように
変化していくのか──といった地域の事業環
境変化を地域統括会社が把握し、地域から事
業提案をさせるなどの会議運営上の工夫をす
ることで、事業部門責任者が地域の事業開発
テーマに参画する意思決定がしやすくなる。

事業の最終責任、損益管理の中心的単位は
事業部門が中心になるものの、新興国を中心
にマーケティング機能を強化するには、地域
での議論を意識的に強めなければならない。

そこでこうした会議体での議論の軸を地域に
おける事業機会とすることで、事業横断的な
事業機会を議論する場を意識的につくり出
す。

3	 地域統括会社長の権限強化と
	 責任・権限の明確化

最後に地域統括会社長権限の強化が必要と
なるであろう。地域に軸足を置いたマーケテ
ィング活動を強化するには、地域ニーズに基
づいた商品企画機能、開発機能、カスタマイ
ズ機能を地域統括会社に持たせることも必要
となる。

地域がそうしたリソースを持つということ
は、地域の採算管理を強めることである。ま
た、事業採算責任をグローバルで持つ事業部
門責任者に対するレポートラインが強いなか
にあって、地域での事業を横断的に展開する
には、地域統括会社長の権限強化は欠かせな
い。地域統括会社長の権限と責任を強め、地
域での事業横断的な共通基盤の構築と事業開
発を推進する。それには地域統括会社が売り
上げ予算を持ち、地域内で展開する事業会社
に対しての統括機能を持つことが必要とな
る。

地域統括会社は、マーケティング調査、情
報システム、経理、人事などのシェアードサ
ービス機能を提供するとともに、地域の政府
や地域の大口顧客、チャネル開拓における支
援などを事業部門に対するサービスとして提
供する。

地域統括会社長は、売り上げ責任を持つ代
わりに事業部門に対する統括機能を有するこ
とで、事業部門単独の足し算以上の、横断的
な事業展開による収益規模の拡大、共通事業
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基盤としてのシェアードサービス機能による
業務効率の向上を実現する。

しかしながら、社会インフラなど日本から
の輸出が前提となる事業の場合、地域に収益
責任を持たせることは難しい。ただし、こう
した場合でも地域統括会社長の権限強化は必
要である。地域に閉じた形で採算責任を持つ
ことは難しくても、地域での共通基盤化や事
業横断的な事業開発を行うことは、収益性・
効率性を高めるうえで重要だからである。地
域統括会社長の権限を強化しなければ、各地
域の事業部門は日本の事業部門責任者のため
にしか働かない。地域統括会社長の権限を強
化すると同時に、地域統括会社は各事業部門
に対して共通基盤となるサービスを提供する
ことに責任を持たなければならない。

社会インフラのような事業でも、環境都市
開発などにおいては、エネルギー、交通シス
テム、エレベータ、制御システムなどを組み
合わせた事業横断的な事業開発により、日系
の製造業の強みを活かしたソリューション事
業を開発することがより一層必要となってい

る。

注

1 BOPとはBottom of the Pyramid（ピラミッドの
底）の略。開発途上地域にいる低所得者層を意
味する

2 職能別、事業別、製品別、顧客別、地域別、時
間別、プロジェクト別、ビジネスプロセス別な
どの異なる組織構造をミックスし、指揮命令系
統を多次元的にデザインした組織のこと
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